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　秋の始まりとともに、日米両国では政治のニュー

スがマスコミをにぎわせています。日本では新たに

選出された麻生首相が連立与党を率いて総選挙に打

って出ようとしていますし、米国ではオバマ上院議

員とマケイン上院議員が大統領選を戦っています。

それぞれの国で、それぞれの党が勝利した場合の将

来の見通しについて、さまざまな憶測が飛んでいま

すが、どのような結果になろうとも、日米関係の基

本、つまり長年の同盟関係と、民主主義、自由、人権、

法の支配という共通の価値観は変わらないことを忘

れてはなりません。

　本号では米国の選挙を特集します。まず「不在者

投票制度」の記事では、日本など外国に居住する数

多くの米国人が、どのように政治プロセスに参加し

ているかを詳しく説明します。投票権は米国市民に

与えられた も基本的な権利であり、連邦、州およ

び地方政府は、選挙日にどこにいようとも、すべて

の有権者が投票に参加できるよう努めています。

　２つ目の記事は、米国国務省の出版物 eJournal に

掲載された、国際的に有名な世論調査専門家ジョン・

ゾグビー氏による、世論調査の重要性と限界に関す

る小論です。日米両国とも選挙が近づくにつれ、毎

日のように新しい世論調査の結果を目にすることに

なるでしょう。ゾグビー氏は、抽出誤差などを説明し、

世論調査は未来を予測するものではなく、単に「時

の流れの中の一瞬をとらえる」ものであると指摘し

て、世論調査には疑いを持つよう警告しています。

　 後に、同じく eJournal から抜粋した、大統領選

挙と同じ日に実施される連邦議員選挙に関する、Ｌ・

サンディー・メイゼル教授の記事を掲載します。米

国では、２年ごとに、435 人の下院議員全員と 100 人

の上院議員の３分の１が改選されます。当然のこと

ながら、現在は誰が次の米国大統領になるかに注目

が集まっていますが、立法府と行政府は共に政策上

の意思決定機関であるため、どちらの党が連邦議会

を支配するかは、大統領選の結果と同様に重要です。

　それでは、American View 2008 年秋号をどうぞお

楽しみください。
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不在者投票制度

アラン・クラーク

選挙の投票日に宇宙に行くことになっていたとし

ます。そのような場合でも投票できるのでしょうか？

メキシコに海外出張することになっていたら？　フ

ランスに留学中だったら？　アフリカでボランティ

ア活動をしていたら？　南極大陸で科学調査に参加

していたら？　民主主義が正しく機能するためには、

国民が投票権を行使できることが保証されていなけ

ればなりません。この目標を達成するために、日米

両国では不在者投票制度 1 が整備されています。

日本では 1998 年に公職選挙法が改正され、2000

年から、３カ月を超えて外国に居住する 20 歳以上の

日本国民も、在外選挙人名簿への登録を済ませた上

で国政選挙に参加できるようになりました。ただし、

日本では住民登録制度があるために、当初は在外選

挙人が投票できるのは比例代表選挙だけでした。し

1　ここでいう「不在者投票制度」とは英語の「absentee 

voting」の日本語訳です。米国の absentee voting は

概念が広く、日本の「期日前投票制度」、「不在者投票

制度（郵便投票、洋上投票など）」、「在外選挙制度」

をすべて含みます。本稿で「不在者投票制度」という

場合には、投票日に投票所へ行くことができない有権

者が投票権を行使するための制度全般を指します。

かし 2006 年の法改正により選挙区選挙でも投票でき

るようになり、2007 年の参議院議員通常選挙で初め

て実施されました。外務省によると、外国に居住す

る日本人有権者数は 79 万 8000 人に上りますが、

寄りの日本大使館で選挙人名簿に登録しているのは

10 万人強にとどまっているということです。外国に

駐留する自衛官に対しては、2006 年に国政選挙と地

方選挙に投票する権利が認められました。自衛官の

場合は、宿営地に臨時の投票所が設けられ、また南

極に派遣されている隊員（海上自衛隊は長年にわた

り、南極大陸およびその周辺地域で毎年３カ月間観

測任務を行う南極観測隊に参加しています）は投票

用紙を日本にファックスで送信することができます。

米国では、不在者投票は年月とともに発達して、

政治生活のひとつの特徴として広く受け入れられる

ようになりました。ほとんど象徴的ではありました

が、米国で 初に不在者投票が広まったのは南北戦

争中（1861–65 年）で、戦場にいる北軍兵士が連邦

議会選挙に投票することが例外的に認められました。

20 世紀が始まろうとするころには、いくつかの州が、

不在者投票の権利を一般市民へと拡大し始めました

が、まだ限定的であり、広く普及するまでには至り

ませんでした。第２次世界大戦中、軍人を対象にし

た不在者投票が恒久的な制度として確立され、大戦

後には各州が次々と一般市民を対象に不在者投票制

度を導入しました。その結果、1960 年代の半ばには、

不在者投票を全く認めていないのはニューメキシコ

州だけになりました。ところが不在者投票の実際の

Absentee Voting

アラン・クラーク

在日米国大使館報道室英語編集者。
1996 年に来日、2000 年より和英翻訳者
として働く。2005 年より在日米国大使
館に勤務。
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を飛び回って啓蒙（けいもう）に努めています。

選挙法は州によって異なりますが、FVAP のウェ

ブサイトから全米共通の登録用紙をダウンロー

ドし、すべての必要事項を記入して、米国を離

れる前に自分が 後に居住した地域の地方選挙

管理事務所に郵送します。その後、登録者本人

に投票用紙が郵送されるので、それに記入して

返送します。FVAP によると、2004 年の大統領選

挙では、約 600 万人の在外米国有権者のうち半

数以上が投票しました。

米国航空宇宙局 (NASA) の宇宙飛行士は、宇

宙からも投票することができます。元 NASA 宇宙

飛行士のリロイ・チャオ博士は、2004 年に国際

宇宙ステーションから電子メールを使って投票

を行い、宇宙から米国大統領選挙に投票した

初の人物となりました。チャオ博士は、NASA の

ウェブサイトで、その重要性を次のように説明

しています。「数年前にテキサス州議会は、宇宙

飛行士の宇宙からの投票を可能にする法案を可

決しました。ほんのひと握りの人たちのために、

どうしてわざわざそんな面倒なことをしたので

しょう？　それは、米国の指導者を選ぶという、

この国がとても大切にしている権利を行使する

ために、国民１人１人に与えられた も基本的

で、しかも も強力な手段が投票だからです」

American View は、在日米軍横田基地の人事

部部長秘書で、在日米軍の投票支援官でもある

フランク・マケボーイ氏に、在日軍人の不在者

投票の状況について話を聞きました。マケボー

イ氏も「投票は、米国市民の権利であると同時

に義務でもあり、それは軍人も同様です」と述

べて、市民が選挙に参加することの重要性を強

調しました。在日米軍は、軍人の投票権行使を

積極的に支援しています。マケボーイ氏は次の

ように説明してくれました。「ここでは投票支援

官が、連邦はがき申請書 (FPCAF) や連邦書き込

み不在者投票用紙への記入や郵送を手助けする

とともに、国、州および地方の選挙での有権者

登録の方法について情報を提供しています。軍

人の不在者投票は、FPCAF の異なる欄にチェッ

クする以外は、手続き上、一般市民の投票とあ

まり変わりません」

マケボーイ氏に、軍全般の投票率と在日米軍

の投票率について聞いてみました。「米国選挙支

援委員会によると、2006 年の中間選挙時に、世

界各国に駐留する米軍から請求された不在者投

票用紙は 11 万 9000 票で、実際に投票された数

は５万 7000 票でした。在日米軍だけの数字は分

かりません」

在外の米国大使館と領事館もまた、米国市民

が、連邦および州の選挙での有権者登録と不在

者投票を支援しています。在日米国大使館は、

今年３月 18 日に FVAP ワークショップを開催し

ました。ワークショップでは、米国市民が、国

利用率はまだ比較的低く、1962 年の中間選挙の

際、カリフォルニア州で不在者投票を行った有

権者の数は全体のわずか 2.63％にすぎませんで

した。しかし 2006 年には、この比率は驚くほど

増加し、41.54％になりました。

不在者投票がこのように増加した背景には何

があるのでしょうか？　それは、郵送で投票で

きるという利便性と可動性です。不在者投票は、

選挙日（常に火曜日に当たります）に家から遠

く離れた場所にいるわけではない人たちにとっ

ても便利です。郵送で投票できるということは、

わざわざ時間を割いて投票所で並ぶ必要がなく、

普段の仕事をいつも通り行うことができる、と

いうことです。加えて外国に居を移す米国人が

かつてないほど増加し、その数は約 600 万人と

推計されています。投票に関する法律や規定は

一般に州政府の管轄下にありますが、連邦政府

は 1986 年に「軍人および海外在住者の不在者

投票法 (the Uniformed and Overseas Citizens 

Absentee Voting Act)」を成立させて、外国に

居住するすべての米国市民に対し連邦議会選挙

での投票権を保証しました。

米国はまた、不在者投票について外国に居住

する米国市民への啓発活動を行うために、国防

総省の下部組織として連邦投票支援プログラム

(FVAP) を創設しました。同プログラムのディレ

クターであるポーリン・ブルネリ氏は、世界中
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をしています。この２つの組織の会員は、支持

する候補者という点では意見が一致しないでし

ょうが、どちらの組織も共通して在外米国市民

の投票支援に重点を置いて活動しています。「リ

パブリカンズ・アブロード」のシンシア・ディ

ロン事務局長は、ウェブサイト America.gov で、

外在住のほかの米国市民の投票を手助けする投

票支援官としての研修を受けました。また大使

館のウェブサイトでは、米国市民向けに投票に

関する詳しい情報を掲載しており、まだ有権者

登録を行っていない人や、登録は済んでいるが

不在者投票用紙を申請していない人はこのウェ

ブサイトから FPCAF をダウンロードすることも

できます。FPCAF に記入したら自分の州の地方

選挙管理事務所の担当者に送付しますが、大使

館と領事館は、この申請書を無料で米国に郵送

する業務も行っています。申請が認められると、

地方選挙管理事務所の担当者から申請者に不在

者投票用紙が郵送されてきます。投票は、この

用紙を郵便で返送して行います。投票関連書類

の公証が必要な場合は、大使館や領事館で公証

してもらうことができます。この場合も手続き

は無料です。

郵送で投票できることに加えて、在外の米国

市民は、本国にいる米国市民と同じくらい活発

に政治に参加することができます。民主党・共

和党の２大政党にはそれぞれ「デモクラッツ・

アブロード」と「リパブリカンズ・アブロード」

という全世界的な組織があり、外国で暮らす米

国市民が政治プロセスへの参加を続けられるよ

う支援しています。この２つの組織の日本支部

には、それぞれ約 1000 人の会員がいます。各国

の支部では、政治問題を議論する会合を開くほ

か、社交行事を催したり、慈善運動の資金集め

フロリダ州レオン郡の不在者投票用紙（一部）
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れそうな人々をできるだけ多く取り込む方法を

見つけ出さなくてはなりません。従来から行わ

れている政治資金調達活動は、支持者を集めて

行う高額な昼食会や夕食会に候補者が出かけて

講演する、というものです。2008 年の選挙戦で

目新しいのは、候補者がより積極的に在外の米

国市民にその支持を訴えていることです。共和

党の大統領候補のジョン・マケイン上院議員が

３月にロンドンで資金調達パーティーを行った

ほか、民主党の大統領候補であるバラク・オバ

マ上院議員の妻、ミシェル夫人は 2007 年 10 月

にロンドンで開かれた資金調達パーティーに、

夫に代わって出席しました。またオバマ上院議

員の国家安全保障政策アドバイザーのリチャー

ド・ダンジグ氏は、４月に東京で行われた、会

費 250 ドルの資金調達パーティーで講演し、オ

バマ氏の支持者たちとアジア政策について議論

を交わしました。

ワシントン・ポスト紙による連邦選挙委員会

の記録の分析（本年４月 22 日同紙掲載）による

と、このように、候補者が在外米国

人有権者に対してかつてないほど積

極的に支持を訴えたことが、候補者

に大きな利益をもたらしました。11

月の一般選挙までまだ９カ月もある

２月末時点で、在外米国市民が今回

の大統領選の候補者に寄付した金額

は、すでに総額で 280 万ドルに上っ

ていました。これは、2004 年の大

統領選時に選挙運動期間全体を通じ

て集められた資金の２倍を超えてい

ます。その約半分に相当する 140 万

ドルがオバマ上院議員に対するもの

で、次いでヒラリー・クリントン上

院議員が 55 万 6300 ドルを獲得しま

した。しかしワシントン・ポスト紙

が指摘するように、在外米国市民の

寄付に関するこれらの数字は、おそらく氷山の

一角にすぎないでしょう。多くの在外米国市民

が本国の住所をそのままにしているため、寄付

「私たちの第一の使命は、在外米国市民が確実に

有権者登録をするよう働きかけることです」と

語っています。

接戦となった今年の大統領予備選挙でも、外

国で暮らす民主党員と共和党員には、州の予備

選挙での投票権が認められていました。さらに

デモクラッツ・アブロードの会員には、州の予

備選挙では投票せずに、デモクラッツ・アブロ

ードが行う国際予備選挙に参加するという選択

肢も与えられました。この独自の予備選挙は、

２万 3000 人を超える世界中のデモクラッツ・ア

ブロード会員が参加して、２月５日から 12 日

まで行われ、民主党全国大会に向けてバラク・

オバマ氏が 4.5 人、ヒラリー・クリントン氏が

2.5 人の代議員を獲得しました。これらの民主

党有権者は、世界に 30 カ所あるいずれかの投票

所で投票できたほか、郵送、ファックス、ある

いは今回初めてですが、ウェブサイトからの投

票が可能でした。

米国では、大統領候補の選挙運動の資金集め

でも個人が大きな役割を果たします。企業は候

補者の選挙運動に直接献金することが禁じられ

ているので、候補者は個人の寄付に頼らざるを

得ません。個人が１人の候補者に寄付できるの

は 2300 ドルまでです。そのため、全米で選挙

運動を展開する必要があり、多大な費用がかか

る大統領選では、候補者は、支持者となってく

米国の不在者投票制度では、投票所に行かずに投票することができます

（写真　在日米国大使館）
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世界中の支持者と意思の疎通を図ることが一層

簡単になっています。オバマ、マケイン両陣営

ともに支持者や寄付をしてくれる人々から電子

メールアドレスを積極的に集め、候補者のテレ

ビ出演や集会への参加予定などの 新情報を定

期的に送信しています。今回の大統領選では、

ネットワーキング・ウェブサイトの「フェース

ブック」が強力な政治ツールとして登場し、オ

バマ氏が他に先駆けて、大統領選挙運動をサイ

バースペースという新しい領域にまで拡大しま

した。９月初旬の時点で、オバマ氏の支持者と

して登録したフェースブック利用者は 170 万人

に達しており、一方のマケイン氏は 30 万人強を

獲得しています。さらに重要なことに、フェー

スブックなどのソーシャルネットワーキング・

サイトを通じて、同好の士たちが団結できるよ

うになっており、オバマ氏を支持する日本在住

の米国市民の間でも、日本でのイベント開催を

目標に掲げた市民活動グループが２つ誕生して

います。

インターネットは、在外有権者の政治プロセ

スへの参加を手助けする役割も担っています。

今年の選挙期間中には、超党派の大統領選討論

会委員会がソーシャルネットワーキング・サイ

トの「マイスペース」と組んで、www.mydebate.

org というポータルサイトをつくりました。こ

のサイトでは、有権者が、自分たちが関心を持

つ問題の「スコアカード」を作ったり、オンラ

インで討論を行うことができますし、質問を提

出して対話集会形式の討論会で候補者に聞いて

もらうことさえ可能な場合があります。

選挙戦も終盤に近づくにつれ、米国内にいる

か、外国に居住しているかを問わず、米国市民

の政治に対する関心はますます高っています。

私たちが、長らく東京に住んでいる米国市民に

話を聞いてみたところ、不在者投票と技術の進

歩の重要性を、次のように話してくれました。「テ

クノロジーによって外国に住む有権者を取りま

く事情は大きく変化しました。1996 年の大統領

選のときも、もちろん日本から郵送で投票する

ことができましたが、私が関われるのはせいぜ

いそれくらいでした。ところが今回は、ユーチ

ューブで討論を見られるし、支持する大統領候

補者にオンラインで寄付できるし、色々なオン

ライン・フォーラムの討論にも参加しています。

民主主義の鍵は参加することであり、今、米国

外に住む有権者は参加しているという実感をよ

り強く持てるようになりました。これは大切な

ことです。なぜなら米国の民主主義はすべての

米国市民が享受するものであり、どこに住んで

いるかは関係ないからです」

をした人の住所として記録に残るのは多くが本

国の住所であることに加え、2007 年 11 月にビ

ル・クリントン前大統領がアイルランドのダブ

リンと英国のロンドンで、クリントン上院議員

のために選挙運動資金を調達するイベントを行

い、わずか２回のイベントで 70 万ドル以上を集

めたと言われているからです。

一般の米国市民と同様に、米軍の軍人も自由

に候補者に寄付したり、選挙運動を手伝ったり

できますが、制約がいくつかあります。前出の

マケボーイ氏は、こう説明してくれました。「軍

人は候補者に寄付することができますし、ボラ

ンティアで選挙運動に参加することも認められ

ていますが、ボランティアのときに軍服を着る

ことはできません」。外国に駐留する軍人はどの

程度選挙運動に携わるものかを尋ねたところ、

「海外ではそれほど一般的ではありません。軍の

施設で選挙集会やそれに類するイベントが開か

れたのを見聞きしたことはありません」という

答えが返ってきました。近づく大統領選挙に対

して米軍の軍人がどれくらい関心を持っている

か、という質問に対しては、次のように答えて

くれました。「軍人も一般市民も選挙に対する関

心は同じです。ただし私たちにとってはもっと

身近な問題です。なぜなら次の米軍 高司令官

を選んでいるからです」

一方、インターネットのおかげで、候補者が
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政治に関する世論調査：それなし

ではやっていけない理由

ジョン・ゾグビー

　1960 年以来、世論調査の数は劇的に増加した。本

稿では、世論調査専門家のジョン・ゾグビーが、公

職を目指す候補者に対する人々の見方を読み取るば

かりでなく、目下のところの問題に関する有権者の

価値観や感情を明らかにする上での、世論調査の重

要性を論じる。筆者はニューヨーク州ユーティカ市

を本拠とし、ワシントン、マイアミ、ドバイに事務

所を持つソグビー・インターナショナルの社長であ

る。同社は 1984 年以来、北米、中南米、中東、アジ

アおよびヨーロッパで世論の動向を調査している。

　私は質問をすることで生計を立てている。そこで、

ここにいくつかの質問を用意した。選挙の何カ月も

前に行われる初期の世論調査にはどんな意味がある

のか。それは何かを予測するものなのか、それとも

世論の動向を示す単なる尺度なのか。地球温暖化を

めぐる議論が盛んだが、米国人（そして米国の選挙

を見守る人々）は、「世論調査汚染」、すなわちあま

りにも多くの世論調査結果が公表されることの犠牲

者なのか。われわれは世論調査なしでやっていける

のか。これらの質問にそれぞれ答えてみようと思う。

選挙の何カ月も前に行われる初期の世論調査はど

んな意味があるのか。それは何かを予測するものな

のか、それとも世論の動向を示す単なる尺度なのか。

　選挙戦初期における世論調査の価値の比喩（ひゆ）

として私が思いつく中で もわかりやすいものは、

2008 年 11 月までに体重を減らすという目標を立て

ている人の場合である。この人は何カ月も体重を量

るのを避けるべきなのか、それとも減量の進み具合

をしばしば測定すべきなのか。減量を試みる人々の

大多数は、政治専門家や政治オタクによく似ており、

頻繁に情報を欲しがる。もちろん、ダイエット中の

人が設定期日までに目標を達成できる保証があるわ

けではないが、調査結果に

基づく経過報告は、さらに

努力が必要か、あるいは、

時にはチョコレートケーキ

を１切れ食べてもよいのか

を考える際の論拠になる。

　選挙戦初期の世論調査は、

単にどの候補者がリードし

ているかを示すだけでなく、

豊富なデータを提供する。

ある時点における 大の争

点は何か。そうした 重要

課題は今後変わるのか、ま

た、それに対処する必要は

あるのか。初期の世論調査

ニューメキシコ州サンタフェで車にガソリンを入れながら、有権者登録するアル

フォンソ・マルチネス（© AP Images/Jeff Ceissler）
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は、一般市民の全体的な雰囲気も描き出す。国

が進んでいる方向に一般市民は満足しているか、

それとも、われわれがいつも彼らに質問する際

に使う言葉で言えば、「間違った方向に進みつつ

あるのか」。こうしたことを読み取るのが大切で

ある。そして、世論調査は、候補者が見るもの、

また多くの人々が感じるもの、すなわち満足感、

憤り、怒り、欲求不満、自信、あるいは失望な

どに、科学的な意味合いを付けただけにすぎな

い。

　世論調査専門家が調査しているのは、有権者

自身が理解さえしていないこともある事柄につ

いての表面的な感情や一時的な意見だけではな

いのであり、この点を理解することが重要であ

る。優れた世論調査は、有権者が特定の問題に

対してどのような価値観を持っているかを明ら

かにしようとする。価値観は一過性のものでは

なく、むしろ個人の内部に深く染み込んだ、侵

すことのできないものである。そして、人々は

自分自身の価値観について心の葛藤（かっとう）

を抱えていることも多い。１人の有権者が、イ

ラク戦争は不必要な死と破壊をもたらしている

からうまくいっていないと感じる一方で、これ

と同じほど深く、米国の名誉と信頼性が危機に

ひんしていることを心配している。有権者を説

得して内なる葛藤を静めるような正しいシンボ

ルとメッセージを練り上げることが、候補者と

プロの広報担当者の仕事である。どのようなメ

ッセージとテーマを強調して有権者に伝えるか

を決める上で、世論調査が貴重である理由がこ

こにある。

　同様に、私は 30 年にわたる世論調査の実務経

験から、主要課題をめぐる政治運動においては、

多数派であることよりもその課題に対する思い

の強さの方が重要であることを知った。ここで

少しの間、2008 年大統領選挙における現時点で

の 重要課題を検討してみよう。他を圧倒して

１位となっているのはイラク戦争である。有権

者５人のうち３人近くがイラク戦争を 重要課

題として挙げている。2004 年には、戦争に反対

したのは主として民主党員（80％超）と多数の

無党派層（60％超）であったのに対し、当時、

共和党員の戦争支持は民主党員の戦争反対に匹

敵するほど強かった。従って、ブッシュ大統領は、

テロとの戦い、すなわち、彼の方が民主党の対

立候補ジョン・ケリー上院議員よりもうまく対

処できると大多数の有権者が見る問題とイラク

戦争を関連付けたため、イラク戦争はブッシュ

大統領に不利にはならなかった。しかし、2005

年までに、共和党保守派のイラク戦争支持が弱

まったばかりでなく、少数派ながらも固い基盤

を持つ、自由主義や穏健派の共和党員が大統領

に反対するようになった。

　テロとの戦いは、２番目の重要課題であり、

世論の動向を見るのに役立つ。2004年の再選時、

ブッシュはケリーよりもこの問題にうまく対処

できるとして、支持率で 67％対 24％とケリーを

リードしていた。2005 年までに世論は、テロと

戦う能力について民主党が共和党とほぼ互角に

なった、と見るようになった。しかし、2008 年

に向けて、民主党がこの問題で共和党に追いつ

くまでにはなっていない。というのも、有権者

は民主党を勝利に導くほど強く同党を支持して

いないからである。少なくとも、現在のところ

はそうである。

　過去数回の選挙において、有権者が特に強い

思いを抱いた問題は、｢ 神、銃、同性愛者 ｣ で

あった。しかし、共和党は有利な立場を失いつ

つあるかもしれない。なぜなら、有権者は、激

しい感情を特徴とする、不安感や怒り、不満と

いった反応を誘発する、イラクや医療などの問

題に目を移しつつあるからである。

　2008 年に強い関心を呼ぶことになりそうなの

は、移民問題である。そしてここでも、世論調

査は示唆に富んでいる。米国人は不法移住には

反対しているが、すでに米国内に居住している

人々のために市民権取得の道をつくることは公

平なことだと信じている。米国人は国境警備の

強化を望んでいるが、米国とメキシコの間に塀

を建設するために何億ドルも支出することには

反対している。しかし、イラク戦争と同様に、

この問題はさまざまな施策に賛成または反対す

る多数派の人々の影響はそれほど受けておらず、
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その代わり、比較的少数の有権者の賛成または

反対の強さによって決まる。共和党は、この問

題でも困難な立場にある。

　共和党の大統領・連邦議員候補は、米国内に

現在不法に居住する人々の合法化に向けたいか

なる活動にも も強く反対する も保守的な

人々と、南部国境沿いに壁を築こうとする取り

組みによって疎外されるヒスパニック系有権者

の板ばさみになっている。しかも、ヒスパニッ

ク系有権者の数は増えている。次にあげる数字

を考えてみよう。ヒスパニック系は、1992 年の

選挙で有権者 9200 万人の４％、1996 年は有権

者 9500 万人の５％、2000 年は有権者１億 500

万人の６％、2004 年は有権者 1 億 2200 万人の

8.5% を占めた。そして、米国の有権者人口に占

める比率で見ると、総人口よりも速いペースで

増加を続けている。2004 年選挙で、ブッシュ大

統領はヒスパニック票の 40％を得た（対 2000

年比で５ポイント増）が、彼はこの時、前回よ

りはるかに大きなパイのはるかに大きな１切れ

を獲得したわけである。主に移民問題（イラク

問題および経済に加えて）が原因で、2006 年の

連邦議会選挙の投票総数に占める共和党票の比

率は 28％に低下した。そして、共和党は大敗し

た。2008 年選挙サイクルにおける初期の世論調

査は、共和党がヒスパニック系有権者の間で不

振であることを示しており、同党は移民問題で

厳しい選択を迫られている。

「世論調査汚染」はあるか

　1960 年代には、ギャラップとハリスという世

論調査機関があった。1970 年代までに、主要テ

レビネットワークが大新聞と手を組んだ。とは

いえ、1992 年までは、大規模な世論調査は依然

として数えるほどしかなかった。メディアによ

る世論調査や独立した世論調査が必要だという

論拠は明快だった。こうした調査は、信頼でき

る独立した機関が行う世論調査の結果を公けに

記録することによって、一般市民と寄付をして

もらえる可能性がある人の両方を欺くために虚

偽の世論調査を発表して、実際以上に自分がう

まくやっているように見せかけようと謀る候補

者による調査結果の悪用を阻止する機能を果た

した。

　ケーブルテレビのニュースネットワークや、

その他の新しいメディアの急増に伴って、世論

調査が急激に増えている。2006 年現在、少なく

とも 24 の独立世論調査が公表されており、その

数は増えつつある。従って、本当の問題は、報

道機関の数が多すぎるのか、世論調査の数が多

すぎるのか、ということである。現在までのと

ころ、米国人はニュースの選択肢が増えたこと、

世論調査が増えたことを歓迎しているように見

える。米国人は、何かとつながっていると感じ

ること、自分の物の見方が主流にあるのか、あ

るいは主流から外れているのかを知ること、そ

して友人関係、美容院・理髪店、コンビニエン

スストア、家族、近所といった自分自身の世界

を超えた、より多くの人々の間で、自らが支持

する候補者が選挙戦をどのように戦っているか

を知りたいと望んでいる。

　しかし、世論調査の数が増えるにつれて、調

査機関、一般市民、メディアの責任も増してい

る。世論調査を職業とするわれわれには、調査

で何ができて、何ができないかを米国人に気付

かせる義務がある。われわれが実際に行ってい

ることは、時の流れの中の一瞬をとらえ、計測

し、進ちょく状況を目盛りで示しているにすぎ

ないにもかかわらず、調査結果を発表するたび

に、われわれがどうやって「予測を行っている」

のかという話をよく聞く。世論調査の実施時点

と投票日の間には、たとえ調査が投票日前日に
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行われたとしても、何が起こるかわからない。

　また、世論調査は完ぺきではない。われわれは、

指定された母集団に属するすべての人と話をす

るわけではなく、そこから抽出標本を採ってい

るにすぎない。したがって、世論調査にはもと

もと抽出誤差の原因が内在している（ほかにも

誤差を生む要因はあるが）。全国調査の場合、世

論調査機関のほとんどは抽出誤差の範囲を「プ

ラスマイナス３ポイント」としている。つまり、

６ポイントの幅の変動があり得るということで

ある。全国調査で、候補者Ａが支持率 53％、候

補者Ｂが 47％の場合には、Ａは 高 56％、 低

50％ということになるのに対し、Ｂは 高 53％、

低 44％となる。換言すれば、両候補が並んで

いる可能性もある。われわれは、選挙が接戦か、

そうでないかは言えるが、直感や数字の分析に

よる場合を除き、結果の予測はしない。そして、

それは主としてエンターテインメントのためで

あり、予測することが目的ではない。

　一般市民は、世論調査に対して健全な疑いを

持つ必要がある。世論調査は選挙の動態を理解

する上で極めて有用なツールであり、否定され

るべきではない。そして、一般的に言って、わ

れわれの仕事の成果は極めて正確である。2000

年の大統領選挙の際、私の会社の調査（ＣＢＳ

の結果も同じ）によれば、アル・ゴア副大統領

（当時）がわずかな差ながら総得票数で勝利を収

めるという結果が出ていたのに対し、ほかのい

くつかの調査では、当時テキサス州知事だった

ジョージ・Ｗ・ブッシュが２～３ポイントの差

でリードしていた。しかし、基本的にはどちら

も同じことを言っていたのである。

　 後に、メディア、特に放送メディアは抽出

誤差や質問の言い回し、その他の世論調査にお

ける制約についてもっとうまく説明するととも

に、その適切な文脈において、つまり世論調査

が実施されている間に結果に影響を与えた可能

性のある出来事、演説、その他の要因を考慮に

入れて、調査の結果を報道すべきである。

世論調査なしでやっていけるか

　私にはとても無理だ。プロの政治家や政治評

論家もやっていけないだろう。世論調査は、国

民の も奥深いところにある考え、感情、偏見、

価値観、それに行動を明らかにするという重要

な機能を果たす。私の長い経験から分かったこ

とは、米国人は個人としては十分な情報を持た

ず、無関心で、間違っているかもしれないが、

国民全体としては常に十分な情報を与えられて

おり、世論調査に回答するとき、あるいは 終

的に一票を投じるときに間違いを犯すことはほ

とんどない、ということである。

______________________

　本稿で表明されている意見は、必ずしも米国

政府の見解あるいは政策を反映するものではあ

りません。

＊本稿は、eJournal USA 2007 年 10 月号に掲載

の "Political Polls: Why We Just Can't Live 

without Them" の仮訳です。原文は以下のウェ

ブサイトでご覧になれます。<http://usinfo.

state.gov/journals/itdhr/1007/ijde/zogby.

htm>

オクラホマ州オクラホマシティーでの講演で、2008 年選挙にお

けるヒスパニック系有権者の重要性の高まりを説明する国際的

な世論調査専門家、ジョン・ゾグビー（© AP Images）
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連邦議員選挙

L・サンディー・メイゼル

米国民にとって、連邦議会議員の選出は、大統領

を選ぶことと同じくらい重要である。本稿では、米

国連邦議会の構成、連邦議員選挙を左右するさまざ

まな要素、2008 年の選挙が米国政府の方針に及ぼす

可能性がある影響についても取り上げる。著者のＬ・

サンディー・メイゼルは、メーン州ウォータービル

のコルビー大学の政治学教授である。

2008 年 11 月４日、全米の有権者は投票所に向か

うが、この日、彼らが選ぶのは大統領だけではない。

435 議席の下院議員の全員と、上院議員の３分の１も

選ぶことになる。大統領選挙に注目が集まるが、連

邦議員選挙も同じように重要である。

アメリカ合衆国憲法に定められた統治制度の下で

は、行政府と立法府の両方に意思決定権がある。大

統領の所属政党と連邦議会で過半数を占める政党が

常に同じである場合や、党員たちが指導者に従うよ

う統制されている場合には、権力の分立は重要では

ないだろう。しかし、現実はそのいずれとも異なる。

選挙で選ばれるこの連邦政府の２つの部門には異な

る人々が在籍している、つまり、米国の上院議員あ

るいは下院議員は同時に行政府で働くことはできな

い、という意味だけではなく、公職に就く者たちは

それぞれ別の選挙で選ばれる（選挙日は同じだが）

という意味においても、統治権は分立している。国

民には、大統領をひとつの政党から選び、上院議員

を別の政党から選び、さらに下院議員をいずれかの

政党から、あるいは第３の政党から選ぶという選択

肢もある。ひとつの政党がホワイトハウスを支配し、

もう一方の政党が上下両院のひとつ、あるいは両院

2006 年７月、イラクから戻り、ホワイトハウスでブッシュ大統領と面会した後で記者会見する連邦議員

たち（© AP Images/Lawrence Jackson）
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で多数党になることは、それが可能であるとい

うだけでなく、よく起こることでもある。この

ような状態を「分割政府」と呼ぶ。さらに、下

院議員・上院議員は、再選の成否を党の指導部

に握られているわけではないので、投票に

おいても独自性を発揮することが珍しくな

く、党の方針に反してでも、それぞれの選

挙区民の利益を考えて行動する。

連邦議会の構成

連邦議会は下院と上院という２つの機関

から成る。下院は、国民に も近い存在と

なるよう意図された機関である。議員は比

較的小さな選挙区から公選で選ばれ、選挙

は頻繁に行われる（２年に１回）。今日、全

米で も人口の多いカリフォルニア州は、

下院に 53 の議席を持っている。逆に、人口

数で下位にある７州は、それぞれ１議席で

ある。

上院は、州の利益を反映するためにつくられ

た。各州の上院議員の議席は、人口にかかわら

ず２人である。上院議員の任期は６年だが、任

期をずらしてあり、議席の３分の１ずつ２年に

１回改選される。上院議員は、もともと各州議

会が選んでいたが、1913 年からは公選になった。

連邦議会の創始者たちは、上院議員は間接選挙

によって選ばれ、任期も長いので、国民の感情

から距離を置くことができるだろう、と考えた

のである。しかし、今日もその考えが当てはま

るかどうかについては、疑問を感じる者が多い。

上院と下院は対等な権限を持っているが、一

般に上院の方が下院より権威があると考えられ

ている。上院は下院に比べて選挙区が大きく（例

外として、人口の少ない下位７州では、選挙区

は上院も下院も同じである）、任期が長く、しか

も議席数が少ないので国民の注目度が高くなる。

しかしながら、上院選挙と下院選挙は州によ

って小さな違いはあるものの、ほぼ同じ規則に

従って実施される。民主党と共和党のほか、州

内で活動している政党は、予備選挙を通じて候

補者を指名する。無所属の候補者は、必要な署

名を集めれば投票用紙に名前を掲載できる。11

月の一般選挙では、 高得票数を得た候補者

が当選する。過半数の得票は必要とされない。

連邦議員選挙の要因

連邦議員選挙を決定付ける基本的な要因

は３つある。それは、選挙区の党派性、現職

議員の出馬・不出馬、そして、その時々の争

点である。米国の政治制度は、２大政党が互

いに競い合う制度と説明されてきた。19 世

紀半ば以降、民主党と共和党が米国の政治を

支配してきた。近年は、連邦議会に選出され

た議員の 99％以上が民主党あるいは共和党

のいずれかに属する。小選挙区制と相対多数

制を持つ仕組みが、２大政党制の確立に有利

に働いている。第３政党や無所属の候補者は、

比例代表制であれば恩恵を受けることもあるだ

ろうが、この制度では小差で敗れても何の得に

もならない。

この数十年、連邦議会の支配をめぐる争いが

激しく繰り広げられてきた。それは、大統領職

をめぐる争いに匹敵する。しかし、どの選挙区

でも、どの州でも激戦が繰り広げられているわ

けではない。一部の選挙区、それどころか一部

教育に関心を持つワシントン州シアトル在住のキャシー・ロゼス。この問

題で議会の決議を求めるために請願書を集めている（© AP Images/Elaine 

Thompson）
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の州では、どちらか一方の党が圧倒的に優位な

のである。例えば、マサチューセッツ州では通

常、民主党が勝つ。ワイオミング州では共和党だ。

番狂わせが起きたこともあるが、選挙区や州有

権者の標準的な党派性を知らずに 2008 年の連邦

議員選挙に臨む政治家はいない。

選挙結果は、現職議員の出馬・不出馬で説明

がつくとも言える。過去 30 年以上にもわたり、

再選を目指して出馬した現職下院議員の 95％以

上が当選を果たしている。現職の上院議員も、

同様に再選を果たしている。多くの議席で党が

入れ替わった選挙でさえ、そうした逆転が起こ

るのは、多くの場合、現職が出馬しなかった選

挙区である。下院・上院選挙への出馬を目指す

者が党の指名を求めて競い合う様子を見れば、

こうした要因が影響を及ぼしていることが見て

取れる。激戦が予想される議席、例えば、民主

党と共和党が拮抗（きっこう）してい

る選挙区で現職が出馬しない場合、い

ずれの党の予備選挙でも多くの候補者

が名乗りを上げる可能性が高い。他方、

一方の党が圧倒的に優位に立つ選挙区

で現職が出馬しない場合には、優位に

立つ党の予備選挙は激戦になる可能性

が高いが、もう一方の党の予備選挙は

競争が全くない、あるいはほとんどな

い。 後に、現職が出馬する場合には、

現職が手ごわい対抗馬と向き合う可能

性は少なく、もう一方の党の指導部は、

党内からの立候補者探しに苦労するか

もしれない。以上述べてきた一般論は、

上院よりも、下院に当てはまる。これ

は、上院の議席の方が、価値があると

見なされており、事前の予想が容易に

つく選挙が少ないからである。

新しい大統領が 2008 年に選出され

る。そして、選挙戦の主な争点となるのは、イ

ラク戦争、テロ、移民政策、エネルギー依存な

どの国内問題だろう。もし、ブッシュ大統領の

支持率が低迷を続け、これらの問題が解決され

ずに 11 月の選挙に突入すると、激戦の選挙区で

は民主党が有利になる可能性がある。

統治への影響

2006 年の連邦議員選挙の結果、共和党がホワ

イトハウスと行政府を支配する一方で、連邦議

会では、上院での差はわずかとはいえ民主党が

両院を制して、ワシントンには分割政府が残さ

れた。

2008 年の選挙で争われる上院の議席数は 34

で、このうち 22 議席は、今、共和党が占めてい

る。民主党がわずかに議席数を伸ばしたとして

も、上院で圧倒的多数を確保することにはなら

ない。上院の規定により、重要法案を発議する

には 60 票が必要だが、民主党の議席がその数に

近づく可能性はきわめて低い。

下院では、民主党は共和党をおよそ 30 議席

上回っている。多くの現職議員の予定は流動的

だが、今会期終了後に政界を引退すると見られ

る下院議員がおよそ 25 人いる。それらの議席の

大半と、さらにほかの 25 議席をめぐり（その

多くは 2006 年の選挙で、民主党が共和党から奪

ペンシルベニア州フィラデルフィアでは、イラク戦争に従軍した退役軍人パト

リック・マーフィーが、2006 年中間選挙に出馬。有権者の支持を求めた

（© AP Images/H. Rumph, Jr.）
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取したものだが）、2008 年の選挙で激しい争い

が繰り広げられるだろう。選挙戦は、民主党に

やや有利に展開しそうであり、現在の過半数の

議席に多少積み増すことができるかもしれない。

しかし、それでも、民主党が議会で自由に行動

できるほどの議席数には届かないだろう。

次の連邦議員選挙の結果いかんでは、2008 年

に共和党から大統領が選出された場合、その大

統領は、議会の両院で過半数を占める断固とし

た反対勢力と向き合うことになるかもしれない。

仮に民主党から大統領が選出された場合には、

自分の所属政党が支配するが、共和党が主要政

策発議を阻止するだけの力を温存する連邦議会

と協力して統治することになるだろう。

権力が分立され、抑制と均衡が有効に働き、

立法府の選挙結果の大半が、その時々の国のす

う勢ではなく、現職議員の力の程度によって決

まる統治制度は、国の政策を緩やかに変化させ

る。それこそまさに、アメリカ合衆国憲法の起

草者たちが意図したことである。2008 年の選挙

では非常に重要な問題が主な争点となるであろ

う。新しい大統領が、議会の同意を得ることな

しに行動できる問題もあるが、その他の多くの

問題については、米国政府の言葉はそうではな

いかもしれないが、その政策はわずかしか変化

しないだろう。

______________________

　本稿で表明されている意見は、必ずしも米国

政府の見解あるいは政策を反映するものではあ

りません。

＊本稿は、eJournal USA 2007 年 10 月号に掲載

の "Congressional Elections" の仮訳です。原

文は以下のウェブサイトでご覧になれます。

<http://usinfo.state.gov/journals/

itdhr/1007/ijde/maisel.htm>
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